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要約 
 日本では戦後の教育制度改革により 1970 年代に「大衆教育社会」(苅谷, 1995)が成立

し、地域や出自にかかわらず幅広く教育機会を提供する制度が整ったとされる。その一方、

高等教育への進学が一般的になった結果、エリート層の選抜機能は高校受験から中学受験

へと移行し、上位階層に到達するためにはより早い段階で教育投資が必要とされるという

帰結を導いた。さらに 1980 年代以降の新自由主義的教育政策の導入により、教育におい

ても世帯個別の選択が尊重されるようになったとされて以降は「階層化」(苅谷,2001)が

より顕著になったとされる。その結果、親の経済力のみならず、親の教育に対する意識な

どが総合的に「教育機会の格差」を生み出しているという問題を抱えることとなった。実

際に世帯収入と子どもへの教育投資には相関関係が存在し、子ども自身が選択できない家

庭環境により、本来持っている能力を向上できるだけの教育を十分に享受できていない可

能性がある。 

 

 こうした現状を踏まえ、本稿では「教育投資の早期化」が進行するなか、その競争に参

入できる収入の多い世帯とそうでない世帯で、教育機会の格差が発生しているということ

を問題意識に掲げる。親の「教育投資」とその結果得られる子どもの「能力」の両者の関

係性に着目し、政策提言を通して「教育機会の格差」の改善を図ることを本稿の目的とし

た。 

 

 本稿では「学校外教育投資」と「家庭の経済状況」に着目した定量分析を実施した。先

行研究として鳶島(2012)を参考に、子どもの学力や教育達成と密接にかかわっていると考

えられる「学習時間」を手掛かりに、分析①「小学 6 年時の通塾経験が中学生時の学習時

間に与える影響」、分析②「中学 3 年時の通塾経験が高校生時の学習時間に与える影響」、

分析③「小学 6 年時の通塾経験が高校生時の学習時間に与える影響」のそれぞれについて

仮説検証すべく、順序ロジットモデルによる回帰分析を試みた。 

 その結果、③のみ、すなわち「小学 6 年時の通塾が高校生時の学習時間」に有意に影響

を与えることが認められた。また、①～③すべてにおいて、調査年を重ねるごとに学習時

間に負に有意な影響が、子ども 1 人あたり教育費は学習時間に正に有意な影響が認められ

た。すなわち、盛山（1981）でいう「学校外教育投資仮説」は、③においてのみ部分的に

成立したという結論を得たということができる。 

 

 この結果を踏まえ、学校外教育投資により発生する「子どもの教育の機会格差」を改善

するための政策として「単位認定制地域未来塾」の創設を提言する。現在「地域未来塾」

は全国で導入されている政策であるが、学習指導員等の人材確保に課題が発生していると

される。こうした現状を踏まえ、大学生が講師として「地域未来塾」に参画しその代わり

に大学の講義として単位認定を行うことで、参画のインセンティブを担保しつつ、人材不

足の解消と教育機会の確保の両者を実現するというものである。具体的には、各自治体の

教育委員会が大学に「地域コミュニティーを生かした教育制度を学べる基盤教養科目」と

しての講義の開講を要請し、履修した大学生は、講義時間で研修時間と地域未来塾での指

導、および報告書の提出をもって単位認定を受けることができるという仕組みである。大

学側との調整の難しさ、開講する講義の位置づけおよび単位認定の条件において残存論点
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があるものの、大学との協力関係の構築により十分実現可能な政策であると考えられる。 
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第 1 章 現状分析・問題意識（目指す日本の将来像） 
 

第１節 教育格差について 
 

 

第１項 教育格差の定義 
 

 前川(2011)によると、教育格差とは「親の収入などによる格差が子供の教育格差にも反

映される問題であり、生まれ育った環境により、受けることのできる教育の生じてしまう

格差のこと」であるとされる。さらに、個人間に存在するものとして都市部と地方間にお

ける情報格差・経済的格差・所得格差・学歴格差を挙げており、これらの格差との関連に

ついても述べられている。この定義を踏まえ、西(2016)は「個人の教育の機会に格差がで

きると、個人だけでなく、その社会全体にも損失が起こってしまう。そのため、教育格差

を是正することは単なる個人の問題ではなく社会全体にも大きな影響を及ぼす」と指摘し

ている。 

 

 

第２項 格差の発生メカニズム 

 
前川(2011)は教育格差が発生した背景として「日本の教育がボトムアップ型からプルト

ップ型に切り替わった」ことを挙げる。つまり「従来の国民を広く底上げしようという考

え方から、一部のエリートさえ育てばよいという考えに変わった」ことである。 

松岡(2019)ではこの「変化」が次のように説明されている。「限られたエリート層だけ

でなく『みんな』が高校に進学するようになった 1970 年代の日本は、誰もが教育を求め、

すべての人に教育が開かれているというイメージが定着した『大衆教育社会』になったと

される」(苅谷, 1995)。しかし高卒が平均的な学歴となれば、相対的に有利な条件の層は

大学に進学するため、絶対的な水準として教育年数が伸びたとしても相対的な差は残るこ

とになる。 

 

前川(2011)の議論に戻ると、こうした大衆教育の普及と少子化の結果、高等教育への進

学が容易になり、「自身の能力向上のインセンティブとして機能しなく」なったとされる。

このような流れを受けて、高校受験よりも早期の段階、すなわち中学受験の段階でエリー

ト層の能力向上を目指すような流れが形成される。しかしながら高校受験を控える中学生

に比べて中学受験を控える小学生は自律的な進路選択や精神的自立ができていないことが

多く、経済的支援のみならず、親のバックアップをより必要とすると考えられる。その結

果、親から受けられるサポートの程度によって成果に差が発生するという教育格差の発生

が考えられると指摘している。 

これについて松岡(2019)では「父の学歴と子の学歴の関連の強さは大きく変わったとは

言い難い」と述べられており、2015 年の SSM 調査データを用いて到達学歴に着目した分

析からは、父親が大卒である場合と大卒でない場合で、子が大卒以上になる割合には大き

な差があることが示された。この結果を踏まえ「生まれたときに父が大卒か非大卒かで、



ISFJ2024 最終論文 
 

6 

 

二十数年後に大卒になっているかの割合が大きく異なっ」ていることを、極端ではあるが

「生まれた時点で当たる確率 80%と 35%の宝くじのどちらかを渡されていたようなもの」

であると喩えている。 

このように本人には変えることのできない「生まれ」、すなわち帰属的な特性たる「出

身階層」と「出身地域」による教育格差については、「大衆教育社会」時代を過ぎてから

の「階層化」(苅谷, 2001)の時代により顕著に拡大してきたと述べられている。 

 

 

第３項 教育格差に関する議論と教育政策 
 

現在教育格差が拡大しているのか、縮小しているのかについては複数の見解が存在する。

高等教育進学率の地域間格差の趨勢に関して、佐々木(2006)は都道府県を分析単位に標準

偏差を算出し、また地域ブロック別に大学進学率の推移を線グラフで表すという方法を用

いた結果、1990 年以降拡大してきたとした。小林(2003)は 1971〜2001 年において都道府

県別にジニ係数・変動係数を用いて分析し、地域間格差は縮小したのち 1990 年以降は同

程度に安定しているとした。 

一方、上山(2012)はこれらの分析方法を批判したうえで、「進学率全体の標準偏差のう

ち,都道府県間の進学率の標準偏差がどの程度を占めるのか」を表す都道府県間相関比と

いう指標を用い、既往研究と同様に、都道府県別・地域ブロック別で分析する。その結果、

「(1)大学進学率では、男女計・男女別と都道府県別・地域ブロック別のすべての組み合

わせで、地域間格差が 1990 年まで縮小したのち 1990 年以降は拡大していること」、

「(2)大学に短大を加えた高等教育進学率でも、すべての組み合わせで、地域間格差が

1990 年を境に縮小から拡大に転じていること」、「(3)2010 年現在の状況は、『大学立地

政策』が実効的な影響力をもつ以前の 1975 年の格差と比較して、大学進学率で同程度、

高等教育進学率でもこれに匹敵する程度となっている」ことがわかった。 

以上から、「現在の格差状況は、高等教育進学率の地域間格差の是正を意図する政策が再

び必要となる状況へと変化しつつある」と結論づけている。 

また、日本のこれまでの教育の課題や政策について、文部科学省・中央教育審議会の答

申(2021)をもとに整理する。日本では戦後、学校教育法に始まり教育に関する様々な法律

が制定され、教育水準が向上していった。また、学習指導だけでなく教師が生活面も含め

て総合的に把握して指導を行う「日本型学校教育」が確立し、機会の平等などの面でも諸

外国から高く評価されている。OECD 各国の中でもトップクラスの成績であり、学校給食課

外活動などの充実した広範囲の学校による機会の提供がその要因の一つと考えられる。そ

のような日本の学校教育だが、近年様々な課題に直面している。まず、学校外教育におけ

る経済格差の顕在化が挙げられる。高度経済成長期以降、教育の質への私的・社会的要求

が高まるようになり、学校外にも保護者の教育熱が広がった一方、経済格差や教育機会の

差を背景に持った学力差が顕在化した。また、「少子化の進展により小学校と中学校が 1 

つずつしかないという市町村が 233 団体(13.3%)、公立高等学校の立地が 0 ないし 1 であ

る市町村は 1,088 団体(62.5%)という現状も踏まえ、学校教育の維持とその質の保証に向

けた取組の必要性が生じている」としている。 

教育負担軽減の政策について取り上げると、日本政府は 0 歳から大学生と幅広い年齢層

で教育費の負担軽減策を取り、家庭の支出を抑制しながら就学支援を行っている。主な支

援策は以下の表の通りである(図表 1)。 
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 図表 1：年齢層別の教育の主な負担軽減策 

 

 
 

（文部科学省(2016)より一部改変して筆者作成） 

 

さらに独自の政策で教育負担を軽減している地方自治体も数多く存在する。大阪府では

2024 年度より所得制限なく全ての生徒の私立高校等授業料が無償化され、府外の私立高校

に通学する生徒も対象となる予定だとしている(大阪府, 2023)。また教育へのアクセスの

地域間格差に着目し、高校に「補習科」を設け、浪人生を対象に大学進学のための教育活

動を行う県も複数存在する(北川ほか, 2016)。 

 

 

第２節 経済格差に関わる格差について 
 

 

第1項 経済格差の定義と現状 
 

 経済格差とは「個人や国、地域などの間に生まれる経済力の差のこと」であり、具体的

には「すでに保有している資産や所得の差、生活環境の優劣など」を指すとされている

(プラン・インターナショナル, n.d.)。倉満(2008)は日本の格差拡大のひとつとして経済

格差を取り上げており、格差拡大の背景として「政府の児童手当・ 失業給付・生活保護な

どの社会保障給付および税による所得格差の縮小策が、極めて貧弱であること」を指摘し

ている。 

経済格差の代表値として、日本国内におけるジニ係数の推移を追うと、当初所得ジニ係

数は 1990 年以降長期にわたって拡大し続け 2021 年現在 0.57 となっているが、再分所

得ジニ係数については大きな変動がなく、およそ 0.36 から 0.38 で推移している(厚生労

働省,2023)。 

 

 

第2項 家庭の教育支出や経済状況が与える影響について 
 

総務省統計局の家計調査では、勤労世帯を年間収入に応じて 10 の階級に区分し 2 階級

ずつにまとめたものを 5 分位階級として用いている。5 つの階級別に 1 か月ごとの消出
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の内容および割合を表したものが以下の図である（図表 2)。また、教育費および支出全体

に占める割合について整理したものが以下の表である（図表 3)。 

 

図表 2：所得層別に見た支出の割合(勤労世帯,2023) 

 

 

（総務省(2023)より筆者作成） 

 

図表 3：勤労世帯における各五分位階級の月平均教育支出額とその割合 

 
（総務省(2023)より筆者作成） 

 

 

 家計調査の結果より、低所得層は消費支出における教育費の割合が低く、所得層が上が

るにつれて教育費の割合が高くなっていくことが分かる。また、実額においても低所得層

の教育費は低く、所得層が高くなるにつれて教育費が高くなっていくことも分かる。第 1

五分位の 1 カ月当たりの教育費は第 5 五分位の 1 カ月当たりの教育費のおよそ 20 分の

1 である。 

また「学校外活動」に着目しその詳細について概観する。ベネッセ教育総合研究所が実

施した「学校外教育活動に関する調査 2017」によると、学年別の 1 か月あたりの学校外

教育活動の費用は以下の図 4 の通りである。スポーツ活動費は小学校第 3 学年がピーク

であり、支出額は中学校第 3 学年が最大となっている。 
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図表 4：1 か月あたりの学校外教育活動の費用（学年別） 

 
（ベネッセ教育総合研究所(2017)より筆者作成） 

 

また 1 か月あたりの学校外教育活動費について、属性別に整理する。性別ごとで比較す

ると、男子は 14,800 円、女子は 14,600 円となっており、合計金額に大きな違いはみら

れない。しかしながらその内訳をみると、男子のスポーツ活動費は 4,100 円であり、女子

の 2,700 円を大きく上回っている。一方で女子の芸術活動費は 2,500円となっており、

男子の 900 円よりも多く支出していることがわかる。 

世帯収入別に整理すると以下の図 5 の通りとなる。年収 800 万以上の家庭は 400 万円

未満の世帯と比べて 3 倍多く支出しており、これは家庭の経済状況の違いを反映している

ものと考えられる。 

 

図表 5：1 か月あたりの学校外教育活動の費用（世帯年収別） 

 
（ベネッセ教育総合研究所(2017)より筆者作成） 

 

最後に中島(2018)を引用し、経済状況と家庭環境、それらが子どもに与える影響につい

て述べる。「経済的困難を抱えている生活保護受給世帯に育つ子どもたちや、児童養護施
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設に育つ子どもたちは、極端な学力不足な状態にあると報告されている。極端な学力不足

とは、中学、高校の段階の子どもたちにおいて、小学校低学年で修得しているはずの九九

や簡単な計算ができないという状態のことである」。つまり義務教育の基礎的な学力が修

得できていない子どもが増えているという現状があると指摘している。 

さらに、子どもの健康状態についても、貧困層の子どもとそうでない子どもには大きな

差があると指摘する。「貧困が子どもたちから自己肯定感や将来の希望を奪うことの懸念」

について、「国際 NGO の日本組織であるセーブ・ザ・チルドレン・ジャパンが児童福祉の

関係者などを対象に行った調査では、子どもの貧困が『自尊心が低い』『精神的不安』

『希望が持てない』といった心理面への影響を引き起こしているということが多数報告さ

れている」としている。 

そして海外の研究を概観し、「相対的貧困が子どもに及ぼす一番の悪影響は、親や家庭

内のストレスがもたらす身体的・心理的影響である」と指摘しており、「家庭の中にスト

レスが満ちあふれ、心のゆとりのない生活が続くことは、最悪の場合は児童虐待などにも

つながってしまう可能性がある」とまとめている。 

 

このように、世帯間の経済格差は子どもの教育への投資という直接的な影響のみならず、

家庭環境や子どもの健康状態など様々な側面に、波及的に影響を与えているということが

わかる。 

 

 

 

第 3 項 地域間格差について 
 

教育機会の格差を考えるうえで重要な観点として地域間格差が挙げられる。 地域間格

差の定義として、住岡(2007)は「県内の各市町を単位とする地域の間に見られる格差」を

地域間格差としている。  

 

佐々木(2006)は地域間格差について、「学校基本調査」データを用いて大学教育機会の

地域間格差を収容力と進学率の二水準で指標化し、分析を行った。その結果、1990 年以降

は大都市地域の上昇によって機会格差は拡大しているということを確認した。さらに上山

(2012)は都道府県相関比を格差指標として高等教育進学率の地域間格差の再検証を行った。

その結果、佐々木が示唆した 1990 年以降の教育格差の拡大は正しいと結論付けてい

る。 また、佐々木は教育機会格差の規定要因について検討を行う際に、地域の構造的条

件として「高等教育修了者比率」、「ホワイトカラー比率」、「1 人あたり県民所得」、

「人口集中地区人口比率」を用いている。そして大学収容力と構造的条件との間に、また、

大学進学率と構造的条件の間との間に関連が認められたとしている。 

 

これらを踏まえて、教育機会の格差の観点として地域間格差は重要であることが分かる。

一方で、地域間の格差を生み出す条件は経済的なものが多く、経済格差が地域間格差を生

むと捉えることが出来るのではないだろうか。  
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第 3 節 問題意識 
 

以上の現状分析から、日本には「生まれながらに教育を受ける機会に差が生じてしまう」

という教育機会の格差が存在し、また教育を受けた結果到達しうる「社会階層」が、教育

機会の格差によって固定化されてしまうという「階層化」の問題が起こりつつあることを

確認した。 

また、教育格差に密接にかかわるとされる家庭の経済状況に着目し、政府は教育機会の

格差解消のための様々な政策を打ち出し教育負担の軽減に努めているが、なお先進国では

世帯負担の水準が重いことと、年々その「負担感」は家庭でも高まりつつあることを確認

した。そのうえで、世帯収入と学校外教育支出は大きく関連しており、潤沢に教育費に支

出できる世帯と支出の余裕がない世帯では、大きな教育格差の発生が見込まれるというこ

とを認識した。 

さらに、教育格差に密接にかかわるとされる地域間格差にも着目し、1990 年以降は教育

機会の格差が拡大していることを確認した。教育機会の格差を是正する上で、地域間格差

の観点は重要であることが明らかになった。しかし、本研究においては最終的に地域間格

差は経済格差に包含されると考え、教育機会と家庭の経済力の関係性に注目し分析を行う

こととする。  

これらを踏まえ、本稿では子育ての「教育投資の早期化」が進行するなか、その競争に

参入できる収入の多い世帯とそうでない世帯で、教育機会の格差が発生しているというこ

とを問題意識に掲げる。親の「教育投資」とその結果得られる子どもの「能力」の両者の

関係性に着目し、政策提言を通して「教育機会の格差」の改善を図ることを本稿の目的と

する。 
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第２章 先行研究及び本稿の位置づけ 
  

本章では、前章で述べたような教育格差と経済格差に着目した既存の研究を取り上げた

のち、それらの研究の限界および本稿の新規性について説明する。 

 

第１節 先行研究の紹介 
 

 

第１項 教育投資に関する先行研究 
 

 日本国内における学校外教育投資の効果に着目し定量的に分析した研究は、盛山（1981）

に端を発する。この研究では、尾形（1979）が提唱した「学校外教育投資仮説」を 2 つの

命題に分解し「両親の所得レベルが高いほど、その子弟は、塾、家庭教師、予備校などの

学校外教育投資をより多く受ける傾向がある」と「学校外教育投資をより多く受けた生徒

は、 学力水準もより高い傾向がある」の両者が成立することが必要であるとした。そのう

えで、「両親の所得と生徒の学力との間に相関がみとめられても、それは必ずしも学校外

教育投資仮説の正しさを意味しない」と指摘し、学校外教育投資仮説の成立条件に「遺伝

説」と「遺伝説」の 2 説があると考察している。 

 

 盛山（1981）において「文化説」は「所得の高さは、しばしば学歴や職業ランクの高さ

と関連している。そして、高い学歴や職業ランクの両親をもつ子供は、家庭内におけるさ

まざまな文化的刺激に恵まれたり、親の高いアスピレーションに影響をうけて、高い学力

を有する傾向をもつかもしれない」と説明されている。すなわち、親の所得が文化資本の

豊かさを介して子どもの学力獲得につながっていると考える説である。一方で「遺伝説」

は「所得の高さは学歴の高さと相関しているが、高い学歴の者は生物学的に高い素質をも

ち、それが子供ヘと遺伝されていくために、その子も高い学力を有する、という傾向があ

るかもしれない」と説明されている。つまり、親の所得よりも学歴のほうが子どもに遺伝

的に強い影響を与え、学力形成につながっているとする説である。そしてこれら 2 つの説

はどちらも「所得と学力の間の相関を、学歴もしくはその背後にある要因による疑似相関

として説明するものである」と指摘している。 

 そのうえで「文化説」は、所得と学力の相関に関する説明として、学校外教育投資仮説

に対立しているとした。しかしながら、学歴や職業ランクの高さが、高い学校外教育投資

に結びついている可能性は否定できず、「文化説」を「弱い意味での学校外教育投資仮説」

であると言及したうえで、要因間の因果関係を以下の図によって示した（図表 6）。 
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図表 6：要因間の因果関連図 

 

 
 

 
 

（盛山（1981）を引用し筆者作成） 

 

盛山（1981）では、こうした仮説の構築とともに、札幌市内の公立高等学校普通科の第

3 学年の生徒を対象にアンケート調査を実施し、その成立有無について検証を行っている。

その結果を踏まえ、仮説を再考し、以下の通り考察している。 

 まず、有名私立・国立中学への進学において進学塾の生徒が優位性を持っていることは

疑いえないことであるが、このことと塾や家庭教師が一般的に大学進学に優位性をもたら

すことを意味するものではないとしている。その根拠として、有名私立・国立中学への進

学に有利に働く進学塾はごく一部であることを指摘しており、どんな進学塾、どんな家庭

教師でもつけさえすれば進学に有利になるというわけではないことを挙げている。そして

正に進学に有利に働くような塾への通塾は、親の経済的地位の関数によって測られるより

も、ほとんど子どもの学力関数に依存するとしている。つまり、幼少期から進学塾に通塾

する子どもたちは、元来かなり高い学力を有する子どもたちであり、塾そのものが与える

影響は限定的である可能性を示唆している。 

 続いて、有名中学から高校を経て有名大学に進学する生徒たちが、幼少期にそうした進

学塾に通塾している保証はないということである。この可能性は、塾の効果をより過大に

氷解していることを示唆している。 

 これらの考察をまとめ、〈「幼少期の進学塾通塾」が「有名私立・国立中学・高校進学」

を高める〉ことと、〈「有名私立・国立中学・高校進学」が「有名大学進学」を高める〉

ことから導く〈「幼少期の進学塾通塾」が「有名大学進学」を高めること〉という「誤っ

た三段論法」を推測し、通塾を過大評価していると指摘している。 

 これらの再考を踏まえ、学校外教育投資仮説の成立条件である〈家庭的背景要因→教育

投資〉〈教育投資→学力〉〈学力→進路〉の 3 つの因果関係の連鎖のうち、最も本質的な

第 2 の因果関係について、分析の結果否定されたとまとめている。 

 

 図 6 に示したような因果関係については、研究の進展により様々な要因を考慮に入れな

がら、仮説の成立有無について度々検証されてきた。盛山, 野口（1984）をはじめとして
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学校外教育の効果を否定する結論を得た研究もあれば、片瀬, 平沢（2008）のように効果

を認める研究もあり、学校外教育がどのような影響をもたらしているかについては一概に

述べることができない問題であるといえる。 

 

 盛山, 野口（1984）では既出の研究に続けて、札幌市内の同一学区の公立中学 9 校の生

徒を対象に「社会経済的階層→中学時投資→中 3 学力→高校差」という因果連関が存在す

るかどうかを明らかにしている。その結果、学習塾や家庭教師への学校外教育投資が媒介

的な要因にはなっていないと結論づけている。社会経済的階層間での高校進学機会の不平

等は歴然として存在するものの、この関連は学校外教育投資を媒介しておらず、家庭の社

会経済的地位、もしくは子どもの学力によって直接生じていているものであることが明ら

かとなった。さらにこの研究内で扱っている「学校外教育投資」と「中学での学力変化」

に着目した分析の結果から、小学校時代の投資はマイナスに、中学校時代の投資はややプ

ラスに作用している傾向が認められている。これは「投資している間は学力が向上するが、

投資が終わると学力は相対的に低下し始める」という「投資効果減退」傾向であるとまと

められている。 

 

 小中山, 松井（2008）では盛山（1981）の分析を援用し、「学校外教育投資仮説」の再

検証として分析を行っている。関東地方の国立大学 1 校、私立大学 3 校、近畿地方の私立

大学 2校の学生をアンケートの対象とし、データサンプルの偏重を除去している。 

 学校外教育投資量の決定要因について中高一貫教育を受けた生徒のサンプル、非一貫非

付属校の生徒のサンプルに分けて回帰分析を試みている。その結果、中高一貫教育サンプ

ルでは世帯収入の代表指標として用いている「住居形態」および「毎月の小遣い」につい

て「小、中、高全ての教育段階で有意な影響を与えていないことが分かる」と結論づけ、

これより「学校外教育投資仮説」の経路は成り立っていないとした。一方で非一貫非付属

サンプルでは、「毎月の小遣い」が中学校の教育段階のみ「学校外教育投資」に有意に正

の影響を与えているとした。また中学校時の「学校外教育投資」が中学 3 年次の学力に有

意に正の影響を与えるため、「学校外教育投資仮説」は非一貫非付属の中学校において成

立することになる。 

 

 また「弱い意味での学校外教育投資仮説」とされた「文化説」についても成立有無を検

証しており、中高一貫教育サンプルでは高校時に「家にある本の数」が正に、「日常生活

での保護者との会話」に関する変数が負に、それぞれ有意に影響を与えていることが明ら

かとなった。小中学校時における学校外教育の投資量に影響を与える変数については特定

できなかったとしている。しかし「学校外教育投資」は小学校と高校において有意に正の

影響を与えていることから、「弱い意味での学校外教育投資仮説」は高校レベルにおいて

逆説的に成立すると結論づけている。一方で非一貫非付属サンプルでは、小学校時の「母

親の学歴」が正に、中学校時の「父親の学歴」が正に、「母親の価値志向」が負に、高校

時の「父親の価値志向」が正に、それぞれ有意に影響を与えることが明らかとなった。非

一貫非付属サンプルでは両親の学歴および価値志向が主たる影響要因であるとしたうえで、

「学校外教育投資」は中学校において有意に正の影響を与えていることから、「弱い意味

での学校外教育投資仮説」は中学レベルにおいてのみ成立すると結論付けている。 

 

 平沢, 片瀬（2008）では、2005 年 SSM調査データを利用し、きょうだい数が他の家庭要
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因などを統制してもなお学校外教育経験を制約するのか、またその制約はコーホート・性

別によって異なるのかについて、小中学校時の学校外教育経験ダミーを被説明変数とし、

性別・コーホート別にロジスティック回帰分析を行った。その結果、男性について母親の

教育年数に着目すると、どのコーホートでも有意に正の影響を与えており、母親の学歴が

高いほど一貫して教育投資が行われていることが明らかとなった。 

 また 15歳時の暮らし向きの影響については、教育の第一拡大期に重なる戦後すぐのコー

ホートのみで有意となり、経済的に裕福な層から学校外教育が浸透した可能性を示唆して

いる。これに対して、それ以降のコーホートでは大衆教育の普及から学校外教育も十分に

受けられる環境になったため、男子に関しては経済階層に関わりなく教育投資が行われて

いると考えられるとまとめている。きょうだい数の影響については、戦後のコーホートで

は一貫して負に有意な影響を持っていることが明らかとなり、きょうだい数が多くなるほ

ど学校外教育の利用率が低くなること、そして学校外教育投資についてはきょうだい数に

応じて「資源が希釈される」傾向があると考察している。 

 

 一方で女性の学校外教育利用については、母親の教育年数は男性同様に正に有意な影響

をもたらすことがわかった。その一方で 15歳時暮らし向きの影響については、女子のみ戦

後 2 番目のコーホートまで残っており、これより経済階層に関わりなく女子に教育投資が

なされるようになったのは第二教育拡大期以降の時期以降であることが示唆された。きょ

うだい数についてみると、戦前・戦後すぐのコーホートでは有意に負の効果がみられ、戦

後 2 番目のコーホートで一度有意でなくなったものの、3 番目のコーホートで再度負に有

意となる。この結果から、女子においてもきょうだい数が多いほど学校外教育を利用でき

なくなる傾向が認められるとした。 

 

 北村, 竹ノ下（2024）では、数理モデルを用いて学校外教育への投資メカニズムについ

て考察している。モデルの議論から、積極的な教育投資を行う親の特徴として①社会階層

が高い、つまり所得が高いこと、②高学歴であること、③社会階層の再生産を重視するこ

との 3点を指摘したうえで、「21世紀出生児縦断調査（平成 13年出生児）」のデータを用

いて実証分析を行っている。学校外教育投資額の対数値を被説明変数に、上述した 3 つの

要因を説明変数におきトービット・モデルによる分析を行った結果、高階層な親ほど学校

外教育投資に積極的であることが示された一方、階層と再生産の交互作用については有意

な影響が認められないとした。 

 

 

第２項 学習塾の効果に関する先行研究 
 

 教育投資額や通塾経験でなく、通塾そのものの効果について検証した既往研究として、

鳶島（2012）、中澤（2013）を取り上げる。 

 

 鳶島（2012）は教育社会学の文脈で議論されてきた「学校外教育投資仮説」を検証すべ

く、子どもの学力や教育達成と密接にかかわっていると考えられる「学習時間」を手掛か

りに、「小学生時の通塾経験が高校生になってからの学習時間に影響を及ぼしているのか」

について検討している。宮城県内の高校・高専に通学する生徒とその両親に対して実施し

たアンケートの結果を用い、学習時間を被説明変数としたトービット・モデル（打ち切り
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回帰モデル）による線形回帰分析を行っている。その結果、「出身階層や中学生時・高校

生時の通塾経験を含む諸要因を統制した上でも、小学生時の通塾経験は高校生の学習時間

に対して有意な正の効果をもっている」ことが分かった。この結果は、「小学生時の学校

外教育投資の効果が決してその場限りのものではなく、その後の学習行動にも影響を及ぼ

し続ける一種の『能力』の形成に寄与していることを示唆するものであ」り、さらに「学

校外教育投資には出身階層（母の学歴）によって差が見られるため、本論文の知見は、小

学生時の学校外教育投資が『能力』の形成という次元での階層間の格差・不平等を生み出

す要因となっていることを意味する」と結論づけている。 

 

 中澤（2013）は塾利用有無の背景に存在する「出身階層や意欲の個人差が原因の選択バ

イアス」や「塾の効果自体にも個人属性によって違いがある」ことに着目し、進学校への

進学を被説明変数、通塾経験や家庭要因を説明変数として、傾向スコア・マッチングを用

いた分析を行った。この結果、通塾経験が進学校の選択に及ぼす効果は一様ではなく、男

女間でも異なることが明らかとなった。男性では通塾傾向が認められる人ほど、通塾が進

学校進学に有利に働くのに対して、女性では通塾傾向のない人ほど、通塾が進学校進学に

有利に働くとしている。通塾傾向にある人は学歴をはじめとした階層が高く都市部に集中

する傾向にあることから、通塾は男性にとってはもともとある出身差をさらに拡大する効

果を、女性にとっては不利な立場にある人の進学を補償する効果を、それぞれ有している

と示唆した。 

 

 

第３項 教育達成と教育成果に関する先行研究 
 

 小原, 大竹（2009）では、子どもの教育成果の決定要因についての実証研究を概観し、

親の所得や家庭環境が教育成果に与えるルートを、いくつかの影響に分けて概観している。

そのうち「親の所得が教育成果に与える影響」を取り上げ、整理する。 

 

 Solon（1992）は、アメリカのパネルデータ調査（PSID）を用いて 1950 年代に生まれた

男児とその父親の所得に正の相関があることを報告している。その一方、Zimmerman

（1992）はアメリカの Longitudinal Survey における 1965 年から 1981 年までの親子調査

データを分析した結果、父親の所得は息子の所得に連鎖しないとしている。Ku and 

Plotnick（2003）は、アメリカの PSIDによって 1967年から 1978 年に生まれた子どもがい

る家計のきょうだいサンプルを抽出し、所得補助金を受けている世帯ほど教育成果が低い

という関係は、家族固有の影響を取り除けば観測されなくなるということを示した。Blau

（1999）はアメリカのパネルデータを利用し、母親だけでなく個人固有の要因を除去した

分析を行い、所得が子どもの教育成果を高める影響は極めて小さいとしている。しかしな

がら、所得の直接的な効果を否定する一方で所得が高い家計については教育成果にとって

価値の高い教育支出を行う可能性があるとして、所得と子どもの教育には強い相関関係が

あるとまとめている。 
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第２節 先行研究の限界と本稿の位置づけ 
 

しかしながらこうした先行研究にも限界が存在する。 

 

まず実際に調査・研究が行われてからか年月が経過している研究が多い点である。昨今

の社会変化は目まぐるしく、それに応じて教育環境・家庭環境は変化を余儀なくされてい

る。例として、ICT 教育の普及によるタブレット端末の導入が挙げられる。新型コロナウ

イルス流行に際して、一部の学校ではオンライン授業の導入により対応するなど、今まで

にない教育環境の変化がみられた。こうした社会情勢と家庭環境の変化を拾うため、入手

可能な限り最新のデータを用いて分析を行うことで、既述の「学校外教育投資仮説」が昨

今の情勢において成立しているといえるのかどうかを検証することができると考えられる。 

 

指標の選定や調査地域による限界も指摘できる。盛山（1981）および盛山, 野口（1984）

では、分析対象となる生徒を札幌市内の公立中学校および高等学校から抽出した。学校の

性質などを考慮しているものの、地域特性を排除するには限界があるといえる。 

 

また小中山, 松井（2008）ではアンケートの制約上、世帯収入を直接指標として用いる

ことができず、代理指標として居住形態・小遣いを選定するにとどまった。さらに分析対

象を関東および関西の大学生から抽出している。偏差値帯や国立・私立を絞らずに選定し

ているものの、地域差は否定できず、また大学進学における選択バイアスが存在すると考

えられる。 

 

鳶島（2012）においても分析対象は宮城県内の高校生および高等専門学校の生徒に限定

されていることから、全国的な傾向を掴んでいるとは言い難い。そのため研究の課題とし

て、とりわけ中学受験が盛んな大都市圏では、教育格差の生成過程にあたる「小学生時の

教育投資の『意味』が異なっていると考えられる」と述べられている。 

 

こうしたデータの制約をなるべく除去し、広範囲を調査対象としたデータによる分析に

より、これらの研究で得られた結論と比較・検討することで、学校外教育投資の効果につ

いて明らかにするととともに、先行研究を一部補強するような研究とすることが本稿の位

置づけである。 
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第３章 分析 
  

 この章では、本研究の分析について述べる。まず、本研究に先立ちベネッセ教育総合研

究所より提供を受けた「子どもの生活と学びに関する親子調査 Wave1～7, 2015-2021」の

概観を説明する。続いて主に参考とする既存研究である鳶島（2012）の分析概要について

説明したうえで、本研究の枠組みについて説明する。 

 

 

第１節 分析使用データ 
 

 本稿の分析にあたり、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究セ

ンターSSJ データアーカイブから〔子どもの生活と学びに関する親子調査 Wave1～7，

2015-2021」（ベネッセ教育総合研究所）〕の個票データの提供を受けた。 

 

この調査は「子どもの生活や学習、子育ての現状や課題をとらえ、よりよい教育や子育

てのあり方を検討する」ことを目的に、「子どもの生活や学習の状況、保護者の子育ての

様子を複数年にわたって調査し、それらが子どもの成長とともに、どのように変化するの

かを明らかにするもの」である（SSJDA, 2023）。 

 

本稿では小学校から高校まで幅広い学年の子どもとその両親についてのアンケート結果

が存在することを踏まえ、各段階および各調査時期（Wave1～7）にサンプルを分けて分析

を行うこととする。 

 

本研究に際して抽出した変数とその詳細については、以下の表の通りである（図表 7）。 

 

 

図表 7：本研究に際して抽出した変数一覧 

 
（筆者作成） 
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第２節 分析概要 
  

第１項 先行研究の枠組みについて 
 

 鳶島（2012）では高校生の「1 日あたり平均学習時間」を被説明変数とし、学校外学習

時間の規定要因についてトービット・モデルを採用し線形回帰を行っている。その理由に

ついて、「少なくない割合でサンプルに含まれる学校外学習を行っていない（学習時間が

ゼロの）ケース」に対処するためと述べられている。「学習時間はゼロを下限とした一種

の制限従属変数であり、誤差項が正規分布しないため、OLS による推定ではバイアスが生

じてしまう」（水落, 2009）とされることから、これを避けるためにトービット・モデル

による最尤推定を用いた分析が行われた。 

 

 なお、主要な説明変数は「学校外教育投資」であり、具体的には各段階（小学校・中学

校・高校）における通塾有無をダミー変数として分析に組み込んでいる。出身階層に関連

する変数としては父親の職業、両親の学歴、「文化資本」を用いている。父親の職業は

「専門・管理」「事務・販売」「マニュアル」の 3 カテゴリーに分類、親の学歴について

は高等教育ダミー（1＝「大学院」「大学」「短大・高専」・0＝それ以外）として組み込

んでいる。また片瀬（2005）を参考に、「文化資本」の指標として「クラシック音楽を聴

く」「文学作品や歴史の本を読む」という 2 つの項目に関する回答（1＝『ほとんどしない』

から 5＝『よくする』までの 5 点尺度）を使用し、それぞれ『芸術文化資本』『読書文化

資本』として分析に用いている。さらに「高校生の学習時間に影響を及ぼしていることが

予想される在籍高校のランクないし学力レベルに関係する変数として、所属している学級

の四大進学希望率を使用」している。 

 

 

第２項 分析の実際 
 

 本研究では①「小学生時の通塾経験が中学生時の学習時間に影響を与えるか」、②「中

学生時の通塾経験が高校生時の学習時間に影響を与えるか」、③「小学生時の通塾経験が

高校生時の学習時間に影響を与えるか」の 3 つについてそれぞれ定量分析を行う。分析デ

ータについては、Wave1～7 の 7 期間のうち 4 期間を抽出する。抽出方法については、以下

の表の通りである（図表 8）。 
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図表 8：分析データの抽出方法について 

 
（筆者作成） 

 

 なお、被説明変数として使用する学習時間に関する回答項目は順序尺度であることから、

鳶島におけるトービット・モデルでの最尤推定ではなく順序ロジットモデルによる最尤推

定を用いた。また芸術文化資本および読書文化資本については、本調査の質問項目に相当

するものが存在しなかったため、代理変数としてこどもの「生活時間」に関する変数およ

び両親の「ふだんの生活」に関する変数から、主成分分析を行いそれぞれ 2 変数を抽出し

分析モデルに含めた。抽出前後の変数一覧については、以下の図の通りである（図表 9, 

図表 10）。 

 

図表 9：子どもの生活時間に関する質問項目と主成分分析の抽出結果 

 
（筆者作成） 
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図表 10：親のふだんの生活に関する質問項目と主成分分析の抽出結果 

 
（筆者作成） 

 

その他分析に際して使用した変数の処理については、以下の表の通りである（図表

11）。 

図表 11：分析に使用した変数の処理について 

 
（筆者作成） 
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第３項 分析の枠組みと結果 
 

本分析は第 2 項で述べた①から③の 3 つの分析から構成される。それぞれの枠組みおよ

び検証仮説について述べることとする。 

 

【分析①：「小学生時の通塾経験が中学生時の学習時間に影響を与えるか」】 

 

この仮説検証に際し、図表 8のうち a から d の 4 つのデータを抽出し 1 つのパネルデ

ータを得た。また、使用変数について、「Wave ダミー」・「通塾ダミー」・「勉強好きダ

ミー」・「勉強をする」・「子ども 1 人の月平均教育費」・「本を読む」・「携帯電話や

スマートフォンを使う」・「趣味やスポーツを楽しむ」・「近所の人と話をする」は各

Wave ごとに抽出・作成した。「将来の希望進学段階」については子および親で回答が異な

ることから、それぞれについて各 Wave の大卒進学ダミーを作成した。一方で「子どもの性

別」・「最終学歴」・「父職種」に関するダミー各種・「子どもの出生順位」ダミーにつ

いては、各家庭の個別効果であると判断し、調査期間の Wave のうち有効な回答である 1期

間を抽出し、作成した。なお、この抽出方法は分析②・分析③に同じである。分析データ

の記述統計については、以下の表の通りである。 

 

図表 12：分析①の記述統計量 

 
（筆者作成） 
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 分析①における検証仮説は「小学 6 年時に通塾経験のある生徒ほど、中学校における学

習時間は長くなる」である。本研究では順序ロジットモデルを用いて分析を行う。モデル

式は以下の通りである。なお、このモデル式についても分析②・分析③に同じである。 
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推定結果は以下の表の通りである（図表 13）。 

 

図表 13：分析①の推計結果 

 
（筆者作成） 
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この推計結果より「小学生時の通塾経験は中学生時の学習時間に影響を与えるか」につ

いては結論を得ることができなかったといえるだろう。しかし、子どもの生活習慣・親の

生活の両変数を落としたモデルにおいては 90%有意水準において正に有意に出たというこ

とから、通塾経験が実際に学習時間に正に働く可能性はあると考えられる。また、〈wave

ダミー〉については全てにおいて負に有意であるという結果を得た。しかしながら wave が

経つにつれて推定値が大きくなっていることから、年次効果は逓減していると考えられる。

年次効果が学習時間に与える影響については、第 3 節にて後述する。 

 waveダミーとの交差項に着目すると、〈wave6 × 3 年次通塾ダミー〉が学習時間に正に

有意に影響を与えることがわかった一方で〈wave7 × 3 年次通塾ダミー〉は学習時間に負

に有意に影響を与えるという結論となった。この 2カ年はそれぞれ 2020年、2021年に相当

し、新型コロナウイルス感染症の流行期にあたるサンプルである。同じ「コロナ禍」かつ

「高校受験を控える受験学年」でも、逆の推計結果が現れたことは特徴的であるといえる。 

 また〈小 6 通塾ダミー × 第 1 子ダミー〉および〈小 6通塾ダミー × 第 3 子以降ダミ

ー〉の交差項も、学習時間に負に有意に影響を与えるという結果となった。第 2 子の交差

項については有意な影響が認められなかった。出生順位が与える影響についても、他の教

育段階と比較検討し効果をみていくこととする。 

 

 

【分析②：「中学生時の通塾経験が高校生時の学習時間に影響を与えるか」】 

 

分析②における検証仮説は「中学 3 年時に通塾経験のある生徒ほど、高校における学習

時間は長くなる」である。この仮説検証に際し、図表 8 における e から h の 4つのデー

タを抽出し 1 つの分析データを作成した。記述統計量については以下の表の通りである

（図表 14）。 
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図表 14：分析②の記述統計量 

 
（筆者作成） 

 

推計結果は、以下の表の通りである（図表 15）。 
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図表 15：分析②の推計結果 

 
（筆者作成） 
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この推計結果からも、分析①同様に直前（中学 3年時）の教育段階が高校での学習時間

に影響を与えるかについて有意な結果を得ることはできなかったと結論づけられる。ま

た、wave ダミーは全て負に有意に影響を与えており、かつその年次効果は年々減少傾向に

あることも分析①同様の結果である。一方で、分析①とは異なる結果が得られた変数も存

在する。まず wave5以降の〈waveダミー × 高校 3 年次通塾ダミー〉の交差項について、

全て正に有意に影響を与えるという結果を得たということである。分析①では中学生の学

習時間を被説明変数、分析②では高校生の学習時間を被説明変数としていることから、そ

れぞれが控える「受験への向き合い方」によって、学習時間に違いが発生しているのでは

ないかと示唆される。また、サンプルによっては高校受験をせずにエスカレーター式に高

校に進学する場合もあると考えられることから、そうしたサンプルバイアスについても考

慮する必要があると考えられる。 

 また、〈父親の職業ダミー〉についても正に有意であるという結果を得た変数がみられ

る。これは、大学受験以降に控える就職段階を見据えた効果であるという示唆もできる一

方、所得とは異なる家庭環境による教育格差の発生要因として捉えることもできるだろ

う。解釈については教育達成の経路について十分に検討する必要がある。 

さらに大学進学希望ダミーの推定値について、子どもより親の推定値が大きく出てお

り、かつ両者とも分析①より大きく推定されていることにも注目すべきである。すなわち

「両親の期待」が子どもの教育達成に乗っているという一種の「ペアレントクラシ―」の

顕現であるとみることもできるだろう。しかしながら、こうした家庭要因は教育費などと

の共線関係が考えられることから、純粋な「ペアレントクラシ―」仮説の成立と結論づけ

ることは難しい。 

 なお〈中学 3年次通塾ダミー × 出生順位ダミー〉の交差項については、分析①とは異

なり全ての変数において有意に影響を与えないことがわかった。 

 

 

【分析③：「小学生時の通塾経験が高校生時の学習時間に影響を与えるか」】 

 

分析③における検証仮説は「小学 6年時に通塾経験のある生徒ほど、高校における学習

時間は長くなる」である。この検証仮説に際し、図表 8 のうち i を抽出し分析データを

作成した。記述統計量については以下の表の通りである（図表 16）。 
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図表 16：分析③の記述統計量 

 
（筆者作成） 

 

推計結果は、以下の表の通りである（図表 17）。なお、この分析③においては小学生時

の通塾経験と高校生時の学習時間を比較するにあたり「中学生時の通塾効果」を拾うこと

を懸念したことから、中学時の通塾有無も含めた分析モデルを挿入し、比較検討に用い

た。 
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図表 17：分析③の推計結果 

（筆者作成） 

 

 分析③は抽出データの期間が wave1から wave7 の 7 期間すべて、かつ wave1で小学 6 年

次の児童を 7 年連続で追跡調査できたサンプルのみを取り出しているため、分析①・②よ

りもデータの観測数が少ない。多少のサンプルバイアスが考えられる点は留意すべきであ

る。 

その点を踏まえ、中学の通塾有無を統制してもなお、小学 6 年時の通塾経験は高校生の

学習時間に有意に正の影響を与えるということが示された。分析①・分析②においては観

測されなかった結果である。また〈小学 6年時の通塾ダミー × 出生順位ダミー〉の交差

項について、第 2 子の方がより負に有意であるという結果も得られた。 

 waveダミーについては、分析①・②同様に負に有意であることがわかったものの、子ど

もおよび親の生活に関する変数を除いたモデル⑤・⑦においては値がより小さくなってい

ることは、これまでの年次効果に見られなかった傾向である。wave6 は 2020年にあたるこ

とから、コロナウイルスによる要因を拾った可能性があると考えられる。他の有意に影響

を与えると明らかになった変数については、変数の正負を含め分析①・②と概ね同じ傾向

にあると認められるだろう。 
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第４項 結果の解釈について 
 

前節における分析結果について、一部変数別に整理する。 

 

１） 小学 6 年時・中学 3 年時通塾ダミー 

 

「小学生→中学生」・「中学生→高校生」の通塾においては勉強時間に対して有意

な影響が認められなかった一方、「小学生→高校生」の通塾においては有意に正の影

響が認められた。要因としては、小学生時に通塾している児童は中学受験を控える場

合が多く、そうした中学校以降の生徒は、受験をせずに進学した生徒に比べ、勉強に

対してより積極的であるというサンプルバイアスの問題が考えられる。また「小学生

→高校生」の生徒のうち、中学段階の通塾経験は有意な影響が認められなかったこと

から、受験に際して塾に通い、高校は内部進学などで進学することが多く通塾のモチ

ベーションにつながらないのではないかと考えられる。 

 

２） 〈小学 6 年時通塾 × 出生順位ダミー〉・〈中学 3 年時通塾 × 出生順位ダミ

ー〉の交差項 

 

〈小学 6 年時の通塾 × 出生順位ダミー〉（分析①・③）について、勉強時間に対

して負に有意な影響が認められた。中学 3 年時（分析②）については有意な影響が認

められなかった。推定値が概ね負になったのは、コントロール変数の導入によるもの

であると考えられる。推定値の相対比較を行うと、出生順位が下がると勉強時間に対

してより負にはたらくという結論となり、これは出生順位による「投資効果減退」傾

向であると考えられる。その背景に教育支出と関係があるのではないかと考察したが、

本研究で入手したデータは家庭の 1 人あたり 1 か月平均教育支出、もしくは家庭の教

育費総額のみであり、この点については今後の検討課題であると考えている。 

 

３） 〈wave ダミー × 年次通塾ダミー〉の交差項 

 

全体的な傾向として、3 年次通塾ダミーの交差項については有意に出たものの、1 年

次・2年次については有意な影響は認められなかった。また 3年次通塾ダミーの交差項

については、「小学生→中学生」における wave7 との交差項のみ負に有意となり、そ

の他は正に有意であるという結果となった。この考察として、まず wave7 は 2021 年の

調査であることから、コロナウイルスによる特異的な効果の現れであることが考えら

れる。具体的には教育環境が変化し非対面のオンライン教育が浸透した結果、通塾型

の教育の効果が埋没した可能性、感染対策をはじめとした塾を取り巻く環境の変化に

より、通塾のメリットが一時的に減退した可能性などが考えられる。 

 

４） wave ダミー 

 

全ての分析で、全ての変数が勉強時間に対して負に有意であるという結果を得た。
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分析①での考察で述べた通り、これは長期にわたる勉強時間の減少を意味しており、

また推定値を比較し「年次効果逓減」、すなわち勉強時間減少の傾向は年々縮小して

いると考えられる。長期の勉強時間の減少トレンドについても様々要因があると考え

られるが、ここでは a）「教育環境の充実による勉強の時間対効率の向上」、b）「財

供給の充実による勉強の優先順位の低下」の 2 点を取り上げることとする。 

 

 

a）「教育環境の充実による勉強の時間対効率の向上」 

 

教育コンテンツの普及により、教育環境は wave1~7（2015~2021 年）の期間内でも大

きく変化してきたといえる。AI コーチングのサービスによる個別最適な学習環境が構

築されたり、動画コンテンツによって効率よく、必要としている内容を学習すること

ができるようになったりと、主にインターネットの普及とともに学習コンテンツの利

便性も向上したことが、時間対効率を上げた可能性があると考えられる。 

 

b）「財供給の充実による勉強の優先順位の低下」 

 

子ども世代へのスマートフォンの浸透が急速に進み、SNSをはじめとしたコンテンツ

に没頭した結果、勉強に対する意欲を失っている可能性も指摘できる。ベネッセ

（2023）では、「勉強する気がわかない」と回答する子どもの割合は小学生・中学

生・高校生全ての段階で上昇傾向にあり、特に小学生・中学生の成績上位層ほどその

傾向があると指摘している。そのうえで、勉強への取り組み方についてのサポートを

施し、モチベーション向上に繋げる必要性があると述べられている。 

 

これらを総合すると、ICT教育の浸透にもかかわらずそれを活用できている子どもと

そうでない子どもの間でモチベーションに差が生じ、それが波及的に学習時間の差を

生んでいると考えることができる。 

 

 

５） 1 か月平均教育支出 

 

本研究では所得ではなく、実際の教育支出が子どもの学習時間に影響を与えるのか

についての考察を行うため、子ども 1 人あたり 1 か月平均の教育支出額について、説

明変数に加えた。全ての分析において正に有意であったことから、教育支出を行えば

子どもの学習時間は増加するという結論となった。しかしながらこの変数には「通塾

などの勉強時間が増えるような投資を行った結果、教育支出が増加した」という逆の

因果関係の可能性も否定できない。そのためこの分析結果から、ただちに教育支出を

増加させることが子どもの学習にポジティブに作用すると結論づけるのは安直だと考

えられよう。 
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６） 子どもの生活習慣【読書時間・携帯使用時間】 

 

全ての分析において読書時間については正に有意、携帯使用時間については負に有意

という結果を得ており、これは想定通りとなった。 
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第４章 政策提言・おわりに 

 

 本章では、分析の結果を踏まえた政策提言について示す。 

 

 教育投資の多寡を決める要素として挙げられるのは、親の所得である。文部科学省が令

和 3 年度に行った「子供の学習費調査」（文部科学省, 2022）によると、公立・私立学校

ともに、世帯の年間収入が増加するに連れて学校外教育への支出が増加する傾向がみられ

る。また、親の教育熱心さも教育投資に影響する要素として考えられる。分析結果より、

教育投資は勉強時間に正の影響を与えていることが示された。つまり、所得の低さや親の

教育への関心の低さによって教育投資が少ない家庭の子供は、所得が高く親が教育熱心で

あるために教育への投資が多い家庭の子供よりも勉強時間が少ない傾向にあるといえる。 

そこで我々は、親による教育投資がなくとも子供たちが勉強時間を確保できるよう、「単

位認定型地域未来塾」を新たに導入するよう提言する。「単位認定型地域未来塾」は、教

育委員会が運営する地域未来塾で大学生が講師として活動することにより、単位を取得で

きるというものだ。 

 

 文部科学省の「学校と地域の連携・協働に関する参考資料」(文部科学省, 2016）による

と、地域未来塾とは、地域の大学生や教員 OB が小中学生に無料で学習支援サービスを提供

するものであり、経済的な理由や家庭の事情で家庭での学習が困難だったり学習習慣が十

分に身についていない中学生等を支援することを目的の一つとしている。平成 27 年に文部

科学省が国庫事業として地域未来塾事業を開始したが、その 3 年後の平成 30 年 11 月時点

で 557 の市町村で実施され、かなり早いペースで普及が進んでいる。さらに東京都教育委

員会が令和元年度に実施した「「地域未来塾」の成果に関する調査」の結果（東京都教育

委員会, 2022）から、地域未来塾が子供の学力向上や学習習慣の確立に寄与することが見

てとれる。しかし一方で、既存の地域未来塾が抱える課題として、学習指導員等の人材を

安定的に確保できていないことが同アンケートで示されている。我々はこの課題に着目し、

政策提言を行うことにした。 

 

 まず学習指導員等に対する謝礼金の導入を検討したが、地域未来塾の運営主体である教

育委員会にとってその財源を確保することが難しいと考え、断念した。そこで、金銭的な

報酬以外で学習指導員等にインセンティブを与える方法として、単位認定制度の導入を着

想した。まず、地域未来塾を行っている地域周辺の大学に対して、地域未来塾の科目を開

講するよう教育委員会が打診する。「地域コミュニティーを生かした教育制度を学べる基

盤教養科目」という位置づけで、大学側が新たに科目を開講する。昭和 31年文部省令第 28

号に基づき、1 単位当たり 45 時間の学習を必要とする内容をもって構成されるよう授業を

設計し、適切に履行できたものに単位を与える。大学生は、地域未来塾で実際に指導する

前に授業内で研修を受け、安全教育を行ったり児童生徒との接し方や効果的な教え方を学

んだりする。最終的には大学へレポートを提出し、単位認定される。地域未来塾を行って

いる小中高すべての児童生徒が対象となり、学習習慣の定着・基礎学力の向上を目的とし

て、⑴予習・復習、補充学習、⑵英語学習、英検・数検等検定試験対策、定期考査前の集

中プログラム、⑶大学生等による進路相談などを行う。小・中・高学校の子供たちに指導

を行う実践的な機会になるだけでなく、単位も取得することができるため、教育職員免許
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の取得を目指す学生にとって大きなインセンティブを与えることができるだろう。(図表

18) 

 

 

図表 18：「地域未来塾」の運営・実施に関するフロー図 

 

(筆者作成) 

 

次にこの政策が抱える課題や論点を提示し、それに対する我々の意見を述べる。議論すべ

き点は 3 点ある。 

 

１点目は、大学側の理解を得ることは可能か、ということである。新たな科目を開講す

ることで大学側に人材的もしくは経済的コストが発生しうるが、大学側に対する動機づけ

をいかに行うべきだろうか。我々の一案として、地域未来塾を開講することを条件に、大

学への補助金を上乗せする方法がある。国立大学は「国立大学法人運営費交付金」を国か
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ら受け取っているため、この要綱に地域教育の推進の枠を創設し、補助金の制度を導入す

ることができるかもしれない。私立大学は「私立大学等経常費交付金」を国から間接的に

受け取っているため、地域密着の児童・生徒への教育提供を認定するための補助金として

支出条件に組み込んだりすることができれば、大学側は本事業に協力しやすくなるだろう。 

 

 

 2 点目は、新たに開講する授業をどう位置付けるかということである。我々は当初、教

育職員免許の取得のための授業といった形を想定していた。しかし文部科学省が指定する

科目のみが、教育職員免許の取得に必要な単位を得られる授業として開講が許されている

ことが分かり、断念した。そこで「地域コミュニティーを生かした教育制度」を学べる基

盤教養教育科目と位置づけるのが最も容易かつ自然であるという結論に至った。また基盤

教養教育科目であれば、教育学だけでなく社会学や政治学などの様々な専攻分野の学生か

ら履修してもらえるといったメリットもある。 

  

 3 点目は、昭和 31 年文部省令第 28 号により、大学では 1 単位当たり 45 時間の学修をし

なければならないと定められているが、本授業では「地域未来塾での指導」という大学外

での活動がメインになるため、履修者の活動のトラッキングが困難である点だ。しかしこ

れは地域未来塾内に勤怠管理システムを導入し、誰がいつ何時間程度活動したのか管理で

きるようにすることで解決することが可能だ。 

  

 その他にも残存論点はあるがいずれも軽微なものであり、大学側の理解が得られれば実

現可能性は低くないと考えている。 

 

 このように「単位認定型地域未来塾」は、既存の地域未来塾の弱点である「安定的な人

材確保」を、大学の単位認定制度を導入することで可能にし、教育への積極的な投資を受

けられない子供のための学習の場を、安定的に供給する政策である。 

 

 

 最後に本稿の全体をまとめる。 

 

本研究では、まず教育格差の現状および世帯の経済格差の現状について整理したうえで、

世帯の経済力が学校外教育支出額に対して大きく影響を及ぼしていることを確認した。ま

た高等教育への進学率の上昇を契機とした「教育投資の早期化」により、世帯の経済力に

起因する教育機会の格差が拡大しつつあるということを問題意識に据えた。そのうえで、

「教育機会の格差」と「家庭の経済格差」の関係性に着目し、教育機会の格差の実態につ

いて明らかにするための定量分析を実施した。  

 

 「教育機会」の指標として子どもの学習時間を、「家庭の経済格差」を反映する世帯の

経済力の指標として教育支出を用い、鳶島（2012）に倣って分析を行った結果（分析 1）、

仮説③「小学生時の通塾が高校生時の学習時間に与える影響」については有意に正である

と認められた。つまり、いわゆる「学校外教育投資仮説」は仮説③の経路においてのみ、

部分的に成立するという結論を得たことになる。そのほかの統制変数についてみれば、仮

説①～③を通して「wave ダミー」は負に、「勉強好きダミー」および「教育支出」は正に、
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「大学進学希望ダミー」親子両者とも正に、それぞれ有意であると認められた。「wave ダ

ミー」については、先行研究にみられる「投資効果減退」を拾うだけでなく、インターネ

ットの普及による勉強の効率化、もしくはオンラインコンテンツの普及による勉強の優先

度の低下というインターネットの功罪両者について示唆を施した。  

 

 一方で「教育機会」の結果指標として子どもの成績を導入した分析の結果（追加の分析

として末項に掲載している。）、仮説①「小学生時の通塾が中学生時の成績に与える影響」

のうち、国語においてのみ有意に正であると認められた。これから得られる結論としては、

「学校外教育投資仮説」は仮説①の経路においてのみ、部分的に成立するということにな

る。一方、分析 1 で観測された「wave ダミー」、「教育支出」、「大学進学希望ダミー」

の有意性については維持されなかった。成績に関する変数は教育の成果を直接計測できる

という点で評価しやすいというメリットをもつ一方、本分析データにおける成績の回答方

式の都合上、主観性を排除することが難しいと判断したことから、本研究では主に分析 1

の結果を援用し、政策提言を試みた。成績による再評価については今後の研究課題であり、

別の調査データにより詳細に検討を行いたい。 

  

 分析 1 の結果を踏まえ、大学生の単位認定制度を含めた「地域未来塾」の利活用および

促進に向けての提言を行った。これにより、世帯の経済状況が芳しくなく通塾が困難な状

況にある子どもに対して、通塾に代わり学校外の教育機会を提供することができる。一方

で、実施主体や大学の単位認定制度などの残存論点が存在し、これらについては今後の検

討課題とされる。本研究が日本の教育制度の充実および教育機会の格差解消の一助となる

ことを期待し、本稿の締めとする。  
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付録・参考文献・データ出典 
 

付録 
 本論文の本提出の時点では研究が進んでおらず掲載を断念した、追加の分析とその結果

について付録にて掲載することとする。なお以降、本稿中の分析を「分析 1」、この分析

を「分析 2」と表記する。 

 

この分析では分析 1 と同じモデルを採用し、被説明変数を「国語の成績」および「数学

の成績」に変更した分析を行う。「学習時間」および「成績」を変数に採用するにおける

その特徴について、それぞれ述べることとする。  

  

 苅谷（2000）では、学校外での学習時間をメリトクラシー社会における努力の指標とと

らえ、その努力の総量が年々減少していること、減少幅は社会階層によって異なることを

確認している。教育社会学の議論上、メリトクラシーすなわち業績主義における構成要素

は一般に「努力」と「能力」であるとされており、社会的選抜では、個人の属性よりも能

力と努力によるメリットが重視されることをもって業績原理が支配的であるとみなし、

「メリトクラシー社会」が成立しているとしている。  

  

 本研究にあたり援用した鳶島（2012）においても、日本の高等学校・大学における入学

者選抜ではペーパーテストによる学力評価が重要視されていることから、日本における学

力の決定要因は、家庭背景よりもむしろ本人の努力に依存する部分が大きいとしている。

一方で「努力」についての教育社会学的議論を整理し、苅谷（2000）の分析および「努力」

を「実はそれをすることができる人々とできない人々がいる、すなわち『能力』の一部と

して考えるべきではないか」という本田（2005）の指摘を踏まえて、「能力」という表現

を「相対的に長時間の学校外学習を行うことができる能力」という限定的な意味で用いる

とした。つまり、長時間学習に取り組めるということは努力でもあり、同時に能力たりえ

るということであり、学習時間によってこれらを適切に把握することで「能力」の一部と

もいえる「努力」の量、およびその達成に寄与する要因を把握することができるという特

徴があるといえる。  

  

 一方、ペーパーテストによる評価が重視される日本の入学者選抜の特徴を踏まえれば、

直接成績で評価することは全く異議がないように思われる。また、学習時間という「努力」

を経ずとも学習効率の高さや才能などを通じてテストで高得点を獲得するという「能力」

を獲得すれば、それらは成績に反映される。そのため「努力」による評価では能力獲得の

ために必ずしも学習時間の長さを必要としないという弱点が克服されていないと考えるこ

ともできる。  

  

 これらの論点を別の言葉で整理すれば、ペーパーテストで高得点を獲得した人々が評価

されるという日本の一般的な入学者選抜の現状に照らし、「過程」に焦点をあてた場合よ

り適当に評価できるものが「学習時間」、「結果」に焦点を当てた場合より適当なものが

「成績」であるとまとめることができるだろう。  
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 しかしながら、本研究では分析データにおける論点が残る。本研究における分析データ

（ベネッセ教育総合研究所のアンケート調査）において抽出可能な「成績」に関する変数

は、定量的な評価ではなく、「成績がクラスの中でどれくらいの順位であるか」という質

問項目のみであり、あくまで主観的な成績評価にすぎない。また、回答者のクラスの平均

的な学力について把握できる質問項目がないことから、所属クラスによる成績の偏りも否

定できない。こうした教育社会学の文脈および分析データの可用性を鑑み、本研究におい

ては「学習時間」における評価を主たる結果として用い、一方で「成績」による評価を付

随的な分析に据え、結果を示すこととする。  

  

 なお、使用変数およびデータの加工方法については、以下の図表の通りである（図表 18、

図表 19）。分析データの抽出方法および主成分分析による指標の選択については分析 1 に

同じであるため、説明を割愛する。  

  

  

図表 18：分析 2に際して抽出した変数一覧 

（筆者作成） 
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図表 19：分析 2に使用した変数の処理について 

（筆者作成） 

  

  

【分析①：「小学生時の通塾経験が中学生時の成績に影響を与えるか」】  

  

 この仮説検証に際し、図表８のうち a から d の 4つのデータを抽出し 1つのパネルデ

ータを得た。また、使用変数について、「wave ダミー」・「通塾ダミー」・「勉強好きダ

ミー」・「勉強をする」・「子ども 1 人の月平均教育費」・「本を読む」・「携帯電話や

スマートフォンを使う」・「趣味やスポーツを楽しむ」・「近所の人と話をする」は各

wave ごとに抽出・作成した。「将来の希望進学段階」については子および親で回答が異な

ることから、それぞれについて各 wave の大卒進学ダミーを作成した。一方で「子どもの性

別」・「最終学歴」・「父職種」に関するダミー各種・「子どもの出生順位」ダミーにつ

いては、各家庭の個別効果であると判断し、調査期間の wave のうち有効な回答である 1期

間を抽出し、作成した。なお、この抽出方法は分析②・分析③に同じである。  

  

 分析データの記述統計については、以下の表の通りである（図表 20）。  
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図表 20：分析①の記述統計量 

 
（筆者作成） 

  

分析①における検証仮説は「小学 6 年時に通塾経験のある生徒ほど、中学校における成績

はよい」である。本研究では順序ロジットモデルを用いて分析を行う。モデル式は以下の

通りである。なお、このモデル式についても分析②・分析③に同じである。  
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 推定結果は以下の通りである（図表 21）。  

  

図表 21：分析①の推定結果 

 
（筆者作成） 
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 この推計結果から、国語については前教育段階における通塾経験が成績に対して正に有

意に影響を与えることが示された。また男性ダミーについては国語では負に有意、数学で

は正に有意であることから、大まかな傾向として国語・数学の得意苦手には性別差が存在

することが確認できた。以降は分析 1 と違う傾向が認められた変数に言及することとする。

まず、wave ダミーについては国語・数学ともに有意な影響が認められなかった。学習時間

においては全ての分析において負に有意であったことから、「年次効果」として学習時間

の減少およびその減少幅の逓減について述べた。その背景として、趣味やスポーツなど、

勉強以外の要素が充実し勉強に割く時間が少なくなった可能性、オンラインでの学習コン

テンツの普及や AI学習の進展により、効率的に学習ができるようになったため、学習時間

を増やさずとも成績向上につながっている可能性を示唆したが、成績が向上しているとい

う結論には至らなかった。  

 また母親の最終学歴ダミーは、国語・数学どちらにおいても正に有意であることがわか

る。ここから、成績については母親の遺伝的要素が影響している可能性が示唆される。  

さらに読書時間については、国語においては正に有意、数学については負に有意であるこ

とが分かる。これについても男性ダミーと同じ傾向であることから、性別差を拾った結果

担っている可能性があるものの、やはり読書習慣のある子どもほど国語の試験で求められ

る文章の読解や長文を読んで内容を整理するなどの訓練がなされ、成績向上に寄与してい

るのではないかと考えられる。  

  

  

【分析②：「中学生時の通塾経験が高校生時の成績に影響を与えるか」】  

  

 分析②における検証仮説は「中学 3 年時に通塾経験のある生徒ほど、高校における成績

はよい」である。この仮説検証に際し、図表 8 における e から h の 4 つのデータを抽出

し 1 つの分析データを作成した。記述統計量については以下の表の通りである（図表 22）。

なお分析①と異なる点として、高校生では文理の選択を行った結果、国語および数学を履

修しない生徒がいるが、こうした学生のサンプルはあらかじめ排除している。  
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図表 22：分析②の記述統計量 

 
（筆者作成） 
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推定結果は以下の通りである（図表 23）。  

  

図表 23：分析②の推定結果 

 
（筆者作成） 
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この推定結果から「中学 3 年時の通塾経験が高校生時の成績を高める」という仮説は成

立しないという結論を得た。分析①「小学 6 年時の通塾経験が中学生時の成績を高める」

と比較したとき、最も注意すべきは通塾割合であろう。基本統計量から中学 3 年時の通塾

割合は約 60%と高くなっており、これは高校進学に際して通塾を決める家庭が多いことの

証左であると考えられる。高校に進学した段階で通塾経験のある生徒が多いことで、通塾

効果が薄まっている可能性がある。  

  

 分析①の推計結果と比較して、「子どもの生活習慣」や「親の進学希望」、「勉強好き

ダミー」、「男子ダミー」、「wave ダミー」は概ね同様の傾向が認められるといえよう。

一方で「母親の最終学歴ダミー」について数学では有意な影響が認められなかった。これ

は高校数学の難易度・特質に起因したものであると考えられ、遺伝的要素によって克服で

きるものではなくなった可能性がある。すなわち、遺伝よりも本人の努力（勉強量）が問

われる部分が増えたということである。  

さらに「子どもの進学希望」は予想に反して国語の成績に対してのみ負の推計値をとっ

た。大学進学に向けての「受験ありきの学習」が、学習のインセンティブとしてマイナス

に作用している可能性がある。「1 か月平均教育支出」については両教科において有意な

影響が認められなかった。これからも、高校教育では遺伝や経済力といった子どもにとっ

て「生得的」な要素よりも、本人の努力による部分が多少なりとも求められているという

ことができるだろう。  

 しかしながら、本分析においては高校生の文理選択の結果が反映されておらず、特に国

語・数学を苦手としてそれらを受験科目として選択しない生徒（私立大学専願の生徒など）

のサンプルを含めた推計については、今後の検討課題である。  

  

  

【分析③：「小学生時の通塾経験が高校生時の成績に影響を与えるか」】  

  

分析③における検証仮説は「中学 6 年時に通塾経験のある生徒ほど、高校における成績

はよい」である。この検証仮説に際し、図表 8 のうち i を抽出し分析データを作成した。

記述統計量については以下の表の通りである（図表 24）。  
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図表 24：分析③の記述統計量 

 
（筆者作成） 

  

 推計結果は、以下の表の通りである（図表 25）。なお、この分析③においては小学生時

の通塾経験と高校生時の学習時間を比較するにあたり「中学生時の通塾効果」を拾うこと

を懸念したことから、中学時の通塾有無も含めた分析モデルを挿入し、比較検討に用い

た。  
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図表 25：分析③の推計結果 

 
 

（筆者作成） 

  

 この推定結果から「小学 6 年時の通塾経験が高校生時の成績を高める」という仮説は成

立しないという結論を得た。その原因としては、やはり分析①・分析②と比較して時間差

が大きいということが挙げられよう。実際に中学の通塾経験を統制した国語の成績の分析

モデルにおいては、中学 1 年時および 3 年時の通塾ダミーが学習時間に負に有意な影響を

及ぼしていることからも、時間差のない通塾ほど有意に影響を与えやすいということがで

きるだろう。（なお、中学 3 年時の通塾と高校生時の成績のみに着目した分析②では有意

な影響が認められなかったということに留意されたい。）  

  

 単独での「通塾経験ダミー」以外の有意な影響が認められた変数について一部を取り出

し整理する。国語の成績については「男子ダミー」が負に、「第 1 子ダミー」および「第

2子ダミー」が正に、「小 6通塾×第 1子ダミー」および「小 6通塾×第 2子ダミー」が負

に、「1 か月平均教育支出」が負に、「子どもの大学希望ダミー」が負に、「親の大学希

望ダミー」が正に、「勉強好きダミー」が正に、「読書時間」が正にそれぞれ有意となっ

た。数学の成績については「第 2 子ダミー」が正に、「男子ダミー×第 1 子ダミー」が正

に、「1 か月平均教育支出」が負に、「子どもの大学希望ダミー」が負に、「勉強好きダ

ミー」が正に、「読書時間」が負にそれぞれ有意となった。これらは分析 2 の①または②

と概ね同様の結果となっている。  
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 分析 2 の結果を整理すると、「前教育段階、すなわち早期教育段階における通塾経験が

高次の教育段階における成績に影響を与えるかの検討」については、小学校から中学校の

国語においてのみ有意に影響を与え、そのほかの科目・教育段階においては有意に影響を

与えるとはいえないという結論を得たことになる。言いかえると「学校外教育投資仮説」

は仮説①「小学生時→中学生時」の国語においてのみ成立するということになる。また、

仮説①～③を通して、「1 か月平均教育支出」は有意に正の影響を与えることはなく、む

しろ仮説②・仮説③においては負に有意であるという結果をもたらした。このことから、

教育支出の額自体は成績に直結しないことが明らかとなった。また、分析 1 においてはす

べての wave ダミーが負に有意であるという結果を得たものの、すべての wave ダミーが有

意な影響を与えないという結論を得た。このことから、学習時間については減少しつつあ

るという長期のトレンドを認めたのに対し、成績については向上・低下の傾向が認められ

なかったということがいえる。しかしこの点については、成績に関する質問項目が「クラ

スでどの位置にいるか」ということを回答させる相対順位を問うたものであり、絶対的な

数値でないことは留意すべきである。  

  

 いずれにしても、「学校外教育投資仮説」は部分的にのみしか成立しないこと、「教育

支出」の額は成績に影響を与えないことが示唆として得られ、これらは分析 1 とは異なっ

た結果であるため注目に値するといえるだろう。  
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